












Can English Courts Exercise Adjudicatory Jurisdiction




　In this paper the author discusses whether English courts can exercise adjudicatory ju-
risdiction in cross-border patent infringement disputes; reviews the application of the juris-
dictional rules of Council Regulation 44/2001（Brussels I Regulation）by exploring applica-
tion in both patent validity claims and patent infringement claims; analyzes the current 
position of the English court and that of the European Court of Justice on whether national 
courts are required to decline jurisdiction when claims of invalidity arise in infringement 
proceedings; and notes the research and suggestions for amendment of the Brussels I 
Regulation by the European Max-Planck Group for Conflict of Laws in Intellectual Property
（CLIP）.
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1） 代表的な日本裁判例として、〔カードリーダー事件〕最判平成14年 9 月26日民集56巻 7 号1551頁、〔サンゴ砂事件〕東京地判
平成15年10月16日判タ1151号109頁参照。
2） 外国特許法が準拠法として適用される可能性はあるようである。James J. Fawcett, and Paul Torremans, Intellectual Prop-
erty and Private International Law, Oxford Monographs in Private International Law （New York: Oxford University 


























3） ブリュッセル I 規則以外には、CONVENTION OF 16 SEPTEMBER 1988 ON JURISDICTION AND THE ENFORCEMENT OF JUDGMENTS IN CIVIL 
AND COMMERCIAL MATTERS（ルガノ条約）がある。ルガノ条約公式報告書の邦訳は、関西国際民事訴訟法研究会「民事及び商
事に関する裁判管轄並びに判決の執行に関するルガノ条約公式報告書（1-13完）」国際商事法務29巻 4 号-30巻 4 号（2001 
-02年）。
4） COUNCIL REGULATION （EC） NO 44/2001 OF 22 DECEMBER 2000 ON JURISDICTION AND THE RECOGNITION AND ENFORCEMENT OF 
JUDGMENTS IN CIVIL AND COMMERCIAL MATTERS （“BRUSSELS I”） 邦訳として、中西康「民事及び商事事件における裁判管轄及
び裁判の執行に関する2000年12月22日の理事会規則（EC）44/2001（ブリュッセル I 規則） 〔訳〕〔上〕」国際商事法務30巻 3
号311-318頁（2002年）、同・〔下〕国際商事法務30巻 4 号465-470頁（2002年）。
5）Fawcett and Torremans前掲注 （2） p. 3.
6）Tyburn Productions Ltd v Conan Doyle [1991] Ch 75.
7）他にはLA Gear Inc v Gerald Whelan & Sons Ltd [1991] FSR 670がある。
8）Dicey and Morris 13 前掲注 （2） vol. 2, p. 1522.
9） 例えば、G.W. Austin, “The Infringement of Foreign Intellectual Property Rights,” Law Quarterly Review 113 （1997）: 
321-40; Niels Holder, “The Enforcement of Intellectual Property Rights in the United Kingdom: Part 1,” International 
Company and Commercial Law Review 13, no. 1 （2002）: 30-36; Marta Pertegas Sender, Cross-Border Enforcement of Pat-
ent Rights: An Analysis of the Interface Between Intellectual Property and Private International Law （Oxford Monographs 
in Private International Law）（Oxford University Press, USA, 2002） p.24-25がある。




















10） ブリュッセル I 規則 §1 （1） – 「本規則は、裁判所の種類にかかわらず、民事及び商事事件に適用される。特に、租税、関
税その他行政に関する事件には、これを適用しない。」
11） Jenard Report, [1979] OJ C59, p 36. 邦訳として、関西国際民事訴訟法研究会「民事及び商事に関する裁判管轄並びに判決の
執行に関するブラッセル条約公式報告書（全訳）」国際商事法務通巻445-478号（1999年-2002年）。
12） 特許権侵害は民事及び商事的なものであると確定した裁判例として、Pearce v Ove Arup Partnership Ltd and Others [1999] 
FSR 525、Fort Dodge Animal Health Ltd and Others v Akzo Nobel NV and Another [1999] FSR 222等。
13） ルガノ条約は、ブリュッセル条約とほぼ同内容を有する併行条約であり、1988年に欧州共同体の構成国拡大及びブリュッセ
ル条約の成功をきっかけに、欧州自由貿易連合（EFTA: European Free Trade Area）の加盟国間で締結された。ブリュッ
セル・ルガノ体制と呼ばれ、この体制の地理的範囲はEC構成国の27ヵ国を始め、ノルウェー、スイス、アイスランドまで
拡大している。
14） ブリュッセル I 規則 §4 （1） – 「被告が構成国の領域内に住所を有しないときは、各構成国裁判所の管轄はその国の法によ
り定める。ただし、第二二条及び第二三条についてはこの限りではない。」
15）ブリュッセル I 規則22条参照。
16） ブリュッセル I 規則 §23 – 「（1）当事者の少なくとも一人が構成国の領域内に住所を有する場合、特定の法律関係につき既
に生じた紛争又は将来生じうる紛争の解決のため、構成国の裁判所の管轄を当事者が合意したときには、この裁判所は管轄
を有する。この管轄は、当事者の別段の合意がない限り、専属管轄である…
17） Fawcett and Torremans前掲注（2） p. 16. “So strong is the desire to allocate jurisdiction under Article 16 [22] that it ap-
plies regardless of domicile.” 英国裁判例として、Napp Laboratories事件（Napp Laboratories v Pfi zer Inc [1993] FSR 150）
は代表的である。
18） 登録国の専属管轄の根拠は、特許権の付与は国家主権の行使であるので、登録や有効性をめぐる争いは行政行為の有効性を
問う判断になり、登録国以外の主権国家による判断は登録国の主権への干渉にあたると解されている。Jenard Report, [1979] 




































20） ブリュッセル I 規則 §25 –「構成国裁判所は、第二二条に基づき主として他の構成国裁判所が専属管轄を有する事件につい
て訴えを提起されたときには、職権で、管轄がないとして訴えを却下しなければならない。」
21）ECJ, Case 288/82, （Duijnstee v Goderbauer） （1983） ECR 3663.
22）ECJ, Case 288/82, para. 18-19.
23）Jenard Report, [1979] OJ C59. 



























24）ECJ, Case 288/82, para. 22-28.
25）Jenard Report, [1979] OJ C59, p 36.
26） ブリュッセルI規則 § 2  –「本規則に別段の規定がある場合を除き、構成国の領域内に住所を有する者は、国籍の如何にか
かわらず、その国の裁判所に訴えられる…」
27） 被告の住所地がいかなる地を指すかについて、本規則の59条及び60条参照。ブリュッセルI規則 §59 –「（ 1 ） 受訴裁判所が
所属する構成国の領域内に当事者が住所を有するかを決定するためには、裁判所はその国内法を適用する。（ 2 ） 当事者が、
受訴裁判所が所属する構成国に住所を有しないときに、他の構成国にその当事者が住所を有するかを決定するためには、裁
判所は後者の国の法を適用する。ブリュッセルI規則 §60 –「（ 1 ） 会社その他の法人は、本規則の適用については、以下の
いずれかの所在地に住所を有する。（a） 定款上の本拠 （b） 管理の中心地 （c） 主たる営業所。（ 2 ） 連合王国及びアイルラン
ドについては、定款上の本拠とは、registered office、それがない場合には設立地、それもない場合にはその地の法に従っ







肯定されうる。特許権侵害訴訟においては、ブリュッセル I 規則 5 条 3 号（不法行為地管轄）及び
















が当該事件は「提出された証拠や原告の主張に有理性があるケース（a good arguable case）35）」
だと証明することであると解されており36）、RSC第11条 4 項により規定されている37）。
28）Coin Controls Ltd v Suzo International （U.K.） Ltd and Others [1997] FSR 660；Fort Dodge前掲注 （12） FSR 222.
29） 特許権侵害訴訟とブリュッセル I 規則 5 条 3 号について、Fawcett and Torremans 前掲注 （ 2 ） p. 150; Sender前掲注 （ 9 ） 
p. 105-111参照。特許権侵害訴訟とブリュッセル I 規則 6 条 1 号について、Fawcett and Torremans, p. 170-171; Sender, 
p. 87-89参照。
30） 日本では、客観的事実証明説が採用されている。その裁判例として、〔ウルトラマン事件〕最二判平成13年 6 月 8 日民集55
巻 4 号727頁 がある。
31） ECJ, Case 365/88, （Hagen v Zeehaghe） （1990） ECR I-1845, para. 17. 本判決の翻訳については、 中西康「出版物による名誉
毀損事件の国際裁判管轄に関する欧州司法裁判所1995年 3 月 7 日判決について」法學論叢142巻 5 ・ 6 号200頁（1998年）を
参考にした。
32）ECJ, Case C-68/93, （Fiona Shevill and Others v Presse Alliance SA） （1995） 2 WLR 499. 
33）英国の法域外にいる被告への令状送達の許可を規律する最高裁判所規則（RSC）第11条 1 項 （ 1 ） に基づく。
34）Dicey and Morris 13 前掲注 （ 2 ） vol. 1, p. 338-339.
35） A good arguable caseの解釈としては、Seaconsar Far East Ltd v Bank Markazi Iran [1993] 3 WLR 756; Tesam Distribu-
tion Ltd v Schuh Mode Team G.m.b.H. [1990] IL Pr 149; Unilever Plc v Gillette （UK） Ltd [1989] RPC 583.
36）Dicey and Morris 13 前掲注 （ 2 ） vol. 1, p. 338-339.
37） RULES OF THE SUPREME COURT ORDER 11, RULE 4 – “（1） An application for the grant of permission under rule 1 （1） must be 
supported by written evidence stating – （a） the grounds on which the application is made; （b） that in the belief of the 
witness the claimant has a good cause of action; （c） in what place or country the defendant is, or probably may be 
found; and （d） where the application is made under rule 1 （1） （c）， the grounds for the belief of the witness that there 
is between the claimant and the person on whom a claim form has been served a real issue which the claimant may 
国際公共政策研究248 第12巻第 2 号
2 ．不法行為地管轄
　ブリュッセル I 規則 5 条は、被告が住所を有する構成国以外の構成国において、訴訟の提起が可






かが問題となる。この問題を明らかにしたのが、1976年のHandelskwerkerij Bier BV v Mines de 
Potasse d’Alsace SA判決40）及び1995年のFiona Shevill and Others v Presse Alliance SA判決41）と
いう著名なECJの判決である。
　前者、国際的な環境汚染事件であるBier判決においては、ブリュッセル条約 5 条 3 項（ブリュッ








reasonably ask the court to try. （2）No such permission shall be granted unless it shall be made sufficiently to appear 
to the court that the case is a proper one for service out of the jurisdiction under this order⋮”









40） ECJ, Case 21/76, （Handelskwerkerij Bier BV v Mines de Potasse d＇Alsace SA） （1976） ECR 1735. 本判決の研究、解説につ
いては、Friedrich K. Juenger, “Environmental Damage,” in Transnational Tort Litigation: Jurisdictional Principles, ed. 
Campbell McLachlan, and Peter Nygh （Clarendon Press, 1996） pp. 201-214; 石黒一憲『国境を越える環境汚染―シュヴァ
イツァーハレ事件とライン川』（木鐸社1991年）87頁、木川裕一郎「ブリュッセル条約 5 条 3 号による不法行為地の国際裁
判管轄」石川明、石渡哲『EUの国際民事訴訟法判例』83-94頁（信山社出版、2005年）参照。
41） ECJ, Case C-68/93, 2 WLR 499. 本判決の概要、邦訳、研究については、中西前掲注 （31）、芳賀雅顯「名誉毀損の国際裁判
管轄」石川明、石渡哲『EUの国際民事訴訟法判例』95-113頁（信山社出版、2005年）参照。英語の文献として、P.B. Cart-
er, “Defamation,” in Transnational Tort Litigation: Jurisdictional Principles, ed. Campbell McLachlan, and Peter Nygh 
（Clarendon Press, 1996） pp. 118-121.
42） 特許権侵害訴訟において 5 条 3 項の「損害をもたらす事実が発生した地」の個別な解釈についてECJから公開された判決が


















　ブリュッセル I 規則 5 条 3 項の不法行為地管轄以外にも、特別裁判籍として同規則 6 条 1 項の主
観的併合によって、国際裁判管轄が肯定されうる50）。ブリュッセル I 規則 6 条 1 項は、複数の被
告が構成国の領域内に住所を有する場合には、被告のうちのいずれかの住所地の裁判所において、
すべての被告を訴えることができると規定している51）。特許権侵害訴訟において、侵害製品の製
造者と販売者が隔地にあるような場合に、この同規則 6 条 1 項の併合管轄規定の適用が認められた
43）John N. Adams, “Choice of Forum in Patent Disputes,” European Intellectual Property Review （1995）， 17（10）， p. 498.
44） Dicey and Morris 13 前掲注 （ 2 ） vol. 2, p. 1520; Sender前掲注 （ 9 ） p. 115; Adams前掲注 （43） p. 498; Niels Holder, “The 
Enforcement of Intellectual Property Rights in the United Kingdom: Part 2,” International Company and Commercial 
Law Review 13, no. 2 （2002） : p. 82. 




47） 欧州共同体における議論については、Sender前掲注 （ 9 ） pp. 122-127; 渡辺惺之「ドイツ」木棚照一『国際知的財産侵害訴
訟の基礎理論』66-67頁（経済産業調査会、2003年）、渡辺惺之「国際的な知的財産権侵害訴訟の裁判管轄」大阪大学法政実
務連携センター『企業活動における知的財産』238-239頁（大阪大学出版会、2006年）、申前掲注 （45） 43-44頁。
48） Mölnlycke A B and Another v Procter & Gamble Ltd and Others [1992] 1 WLR 1112. 本判決については、本多正樹、亘理光、
相澤英孝「国境を超えた電子マネーの流通と特許」日本銀行金融研究所ディスカッションペーパー（No. 99-J-4）（1999）
28-30頁参照。英語の文献として、Peter D. Trooboff, “Intellectual Property,” in Transnational Tort Litigation: Jurisdic-
tional Principles, ed. Peter Nygh Campbell McLachlan （Clarendon Press, 1996）: p. 132; Fawcett and Torremans前掲注 
（ 2 ） p. 147; Sender前掲注 （ 9 ） p. 36-39.
49）Mölnlycke前掲注 （48） WLR 1117-1118.
50） 日本では、国際訴訟において主観的併合が認められるかについての最高裁判例がなく、下級審裁判例として、肯定例（東京
地判昭和62年 5 月 8 日判時1232号40頁）及び否定例（東京地判昭和62年 7 月28日判時1275号77頁）がある。学説上、一定の
関連性がある場合（固有必要的共同訴訟の場合、連帯債務や共同不法行為のように後に求償の問題が生じるような場合等48）
には例外的に認めるべきであるとしている。木棚、 渡辺、松岡前掲注 （39）  269-271頁参照。















合があると言われてきた56）。①の場合においてはブリュッセル I 規則 6 条 1 項の適用が当然に認
められているため省略する57）。②においては、英国高等法院の1997年のCoin Controls Ltd v Suzo 
International （U.K.） Ltd and Others事件にて58）、並行特許が同一なもの（例えば欧州特許）でな
い限り、各特許を個別の権利として扱い、各権利について別々に判決を下しても矛盾は生じないと
判断されているので、ブリュッセル条約 6 条 1 項（ブリュッセル I 規則 6 条 1 項）の適用が認めら
れないということになる。Coin Controls事件の論理では、③の欧州特許であれば、矛盾を避ける
ために各権利について同時に審理し、判決しなければならないという請求間の関連性があるので、
6 条 1 項の併合管轄を認容しうると考えられるが、1999年のFort Dodge Animal Health Ltd and 
Others v Akzo Nobel NV and Another事件ではこの論理が覆され59）、欧州特許であるといっても
上記の関連性要件を満たさないと判示された。
　さらに、2006年のRoche Nederland v Primus事件ではECJがFort Dodge事件から一歩進め、並
行特許であれ欧州特許であれ、外国特許権である以上、上記の関連性が満たされないので、外国特
許権侵害訴訟においてブリュッセル I 規則 6 条 1 項に基づく国際裁判管轄が認められない旨の判決
を下した60）。なお、昨今、一部の学者からECJの判決に対して批判がなされており61）、併合管轄
52） 英国の裁判例としてPearce前掲注 （12） FSR 525（著作権侵害訴訟）; Unilever前掲注 （35） RPC 583；Chiron Corp v Evans 
Medical Ltd and Others [1996] FSR 863参照。
53）Fawcett and Torremans前掲注 （ 2 ） p. 170-175.
54）Jenard Report, [1979] OJ C59, p 26-27.
55） 欧州特許は、出願人が、欧州特許庁（EPO: European Patent Office）に対して特許権の取得を希望する締約各国を指定し、
単一の出願及び単一の審査によって複数国の特許権を取得できる特許である。
56）Fawcett and Torremans前掲注 （ 2 ） p. 172.
57）Pearce前掲注 （11） FSR 525; Chiron前掲注 （52） FSR 863.
58） Coin Controls前掲注 （28） 3 All ER 45.本判決の解釈及び邦訳について、岩田哲幸「ブラッセル条約によるCross-Border In-
junctionならびに英国裁判所の判断」AIPPI42巻11号28--42頁（1997年）参照。
59）Fort Dodge前掲注 （12） FSR 222. 本判決の解釈及び邦訳について、本多正樹、亘理光、相澤英孝前掲注 （48） がある。
60）ECJ, Case 593/03, （Roche Nederland v Primus） （2006） ECR I-6353.
61） Paul L.C. Torremans, “Legislative Comment - Exclusive Jurisdiction and Cross-Border IP （Patent） Infringement: Sug-
gestions for Amendment of the Brussels I Regulation,” European Intellectual Property Review 29, no. 5 （2007） : 195-203; 
Marta Pertigas, “EC: Patents - Cross Border Injunctions （Case Comment），” European Intellectual Property Review 28, 
no. 10 （2006） : 193-94; Steven Warner, and Susie Middlemiss, “Patent Litigation in Multiple Jurisdictions: An End to 










ブリュッセル I 規則 2 条により国際裁判管轄が認められるであろう。しかし、この侵害訴訟中にY
がXのドイツ特許は無効であると主張した場合、依然に国際裁判管轄が認められる可能性があるで
あろうか。こういった無効抗弁に対する論理として、以下の 3 つが挙げられる62）。①対世的効力 











62）Holder前掲注 （44） p. 81.








































64）Coin Controls前掲注 （28） 3 All ER 60.
65）申美穂「知的財産権侵害訴訟に関する国際裁判管轄権について（二）」法學論叢155巻 5 号69頁（2004年）参照。
66）Fort Dodge前掲注 （12） FSR 222.
67）この事件では、結局、当事者間の和解がなされたので、ECJは判断を下していない。
68） Richard Arnold, “Can One Sue in England for Infringement of Foreign Intellectual Property Rights,” European Intellec-
tual Property Review 12, no. 7 （1990） : 254-63; Richard Arnold, “Cross-Border Enforcement: The Latest Chapter,” Intel-
lectual Property Quarterly 4 （1999） : 389-426.
69）他の批判的な見解として、Fawcett and Torremans前掲注 （2） pp. 201-214; Sender前掲注 （9） pp. 161-174は代表的である。
70） Laurence J. Cohen, “Intellectual Property and the Brussels Convention: An English Perspective,” European Intellectual 
Property Review 19, no. 7 （1997） : 382.
71） Paul L.C. Torremans, “Jurisdiction in International Intellectual Property Litigation: The Courts Start Struggling With 
the Brussels Convention,” Edinburgh Law Review 2 （1998） : 337-44.
72）Cohen前掲注 （70） p. 382.
73） Fritz Blumer, “Jurisdiction and Recognition in Transatlantic Patent Litigation,” Texas Intellectual Property Law Journal 






























74） Clive Gringras, “Conflict of Intellectual Property Laws: A UK Perspective on Europe,” European Intellectual Property 
Review 19 （8）， no. 8 （1997） : 396-400. 
75） ドイツ及びベルギーは、上記の①当事者間限定説及び②訴訟分離説の見解を採用する見解に立っているようである。Send-
er前掲注 （ 9 ） pp. 161-174; 渡辺前掲注 （47） 75頁。
76） ECJ, Case 4/03, （Gesellschaft fur Antriebstechnik mbH & Co KG （GAT） v Lamellen und Kupplungsbau Beteiligungs 
KG （LuK）） （2006） ECR I-6535.
77）ECJ, Case 4/03, ECR I-6535, para. 12.
78）ECJ, Case 288/82, ECR 3663.
79）ECJ, Case 4/03, ECR I-6535, para. 25.
80）ECJ, Case 4/03, ECR I-6535, para. 30.






















グループ（Conflict of Laws in Intellectual Property）は86）、この見解から出発して、欧州委員会
が作成するブリュッセル I 規則に関する報告書への提案として、本規則に対する改正案を提示し
た87）。参考になると思われる改正案であるので、以下で紹介する。
　現行のブリュッセル I 規則22条 4 号の文言では、特許の有効性判断を付随的に行った判決の効力
は、各国の国内法によって決定されるので、当該訴訟の当事者に限ることを確保できなくなり、矛






85） 即ち、無効抗弁がなされた時点から当該訴えがブリュッセルⅠ規則22条 4 号の専属管轄の射程に入り、当該特許の登録国が
専属管轄を有することになる、という解釈。
86）CLIPグループのホームページは以下の通り：http://www.cl-ip.eu/
87） ブリュッセル I 規則 §73 – 「本規則の発効後遅くとも 5 年内に、委員会は、欧州議会、理事会及び経済社会委員会に、本規
則の適用に関する報告書を提出する。この報告書には、場合によっては、本規則を適応させるための提案を添付する。」





























らず、英国の裁判所及びECJは登録国専属管轄説という見解を採用し、ブリュッセル I 規則22条 4
号の現行規定では、侵害訴訟において無効抗弁がなされたならば、同規則22条 4 号の射程に入り
88）Torremans前掲注 （61） p. 200.
89） “The provisions under lit. （a） do not apply where validity or registration arises in a context other than by principal 
claim or counterclaim. The decisions resulting from such proceedings do not affect the validity or registration of those 
rights as against third parties.” Torremans前掲注 （61） p. 200.
















90） Study JLS/C4/2005/03 （REPORT ON THE APPLICATION OF REGULATION BRUSSELS I IN THE MEMBER STATES）．
　　http://ec.europa.eu/civiljustice/news/docs/study_application_brussels_1_en. pdf
91）Study JLS/C4/2005/03, pp. 334-338.
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本稿の作成は、指導教官である野村美明教授、長田真里助教授、大阪大学大学院法学研究科博士後期課程の藤澤尚江氏のお力
添えなしにはなし得なかった。また、関西国際私法研究会での本稿に関する報告の際、出席者の先生方より有益なご指導を頂
いた。ここに記して感謝の意を表したい。
